第１３章　金融
概況
　昭和50年度の日本経済は、戦後最大の不況から徐々に回復の足固めをしてゆく過程にあった。景気は、輸出の回復にリードされながら国内最終需要も着実な増加をみせたことから、順調な回復軌道にのり、実質成長率は3.0パーセント増と、前年度のマイナス成長から脱出し、物価・景気の両面で政策目標を一応達成することができた。
　これを金融面からみると、50年度は厳しい総需要抑制策の下で長期間にわたって実施された金融引締が転換され、金融緩和が着実に進行した年であった。まず公定歩合が、50年４月に0.5パーセント引下げられたのを皮切りに、６月、８月にもそれぞれ0.5パーセントの引下げが実施された。また都市銀行に対する窓口規制も漸次緩和が進められたものの、金融が緩和基調に転じてからも窓口規制が撤廃されなかったことは異例のことである。
　このように年度当初から着実に進められた金融緩和政策にもかかわらず、秋口にかけて景気は足踏み状態の様相を呈したため、政府は第４次景気対策を実施、10月には公定歩合をさらに1.0パーセント引下げ、預金準備率も10年ぶりに引下げられた。また窓口規制についてもかなり弾力的な緩和策がとられ、金融は質・量両面で本格的に緩和された。この結果、年度後半以降、企業金融は業種・企業間に不均衡を残しつつも、全体としては緩和が浸透した。この間、財政支出の増大・輸出の急回復等を背景に、企業の手元流動性もかなりの急ピッチで復元し、年度末には、その水準もほぼ適正なレベルまでに回復した。
日銀券
　日銀大阪支店勘定による通貨の動向は、例年通り６月、12月のボーナス期に1,350億円、2,746億円の出超があり、１月には納税等の関係から864億円の環流があったものの、年度間では6,713億円の出超となった。しかし、前年度と比較すると、個人所得の伸び悩み、個人消費の鈍化などによって107億円減少している。
手形交換高
　昭和50年中の手形交換高は、6,864万枚、139兆1,602億円で前年に比べて枚数は230万枚減少したが、金額では13兆3,234億円増加した。また１枚当りの金額は、初めて200万円を超えた。一方、不渡手形は24万３千枚、1,701億円で前年とほぼ同水準である。これは、金融市場が緩和基調にあるにもかかわらず、依然として企業倒産が高水準にあることを物語っている。
預金
　昭和50年における大阪銀行協会社員銀行の預金状況は、総預金が12兆8,140億円、実質預金が11兆5,836億円となり、前年に比べて総預金が12.4パーセント、1兆4,156億円、実質預金が12.7パーセント、1兆3,096億円のそれぞれ増加である。これは、買い控えによる個人消費の伸び悩みに伴って個人預金が順調に増え続けたのに加えて、金融緩和政策の浸透による企業金融の著しい回復を反映して、法人預金が年後半にかなり増加したためと思われる。
　また、中小金融機関の預金高も堅調な動きをみせているが、伸び率は前年度に比べて若干小幅にとどまった。
貸出
　年間を通して、ボーナス資金、決算資金、在庫資金を中心に根強い資金需要があり、さらに、50年４月以降の４次にわたる公定歩合の引下げ、窓口規制の漸次緩和が進められた結果、月を追って貸出額は増加を続け、年末現在高は14兆1,435億円と、前年に比べて１兆2,791億円、9.9パーセント増加した。
　業種別では、総額の78パーセントが運転資金として貸出されているが、卸売業・小売業では、その割合は90パーセントに達している。また、製造業、卸売業・小売業で貸出総額の72パーセントを占めている。
株式売買高
　昭和50年の株式市況は、年前半は不況対策の実施や公定歩合の引下げによる国内景気の回復期待を背景にして、上げ相場を展開したが、７月から９月末にかけては、景気回復の予想外の遅れや一部上場会社の倒産など悪材料が重なって急速に整理色を深めた。しかし、10月以降は、景気底入れ感の台頭や海外株式の急反騰などにより回復歩調をたどった。
　昭和50年中の売買高は、第一部、第二部をあわせて85億株、２兆7,915億円となり、前年に比べて株数で28億株、約定代金で1,248億円少なくなっている。
